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千葉、平９不２、平11.8.27 

 

命 令 書 

 

 申立人  全日自労建設農林一般労働組合千葉県本部 

 申立人  全日自労建設農林一般労働組合千葉県本部 

   成田空港支部 

 

 被申立人 ネットユニバース 

 

主  文 

１ 被申立人は、申立人所属組合員に対し、在留期間更新のための在職証明書

等の交付拒否を告知するなどして、雇用契約の更新に当たり、雇用期間を短

期２か月とする要求をしてはならない。 

２ 申立人は、申立人所属組合員から在留期間更新手続に必要な在職証明書の

交付申請があった場合は、雇用契約書が作成されていないことを理由に交付

を拒んではならない。 

３ 被申立人は、申立人組合を誹謗中傷する等により、申立人組合の運営に支

配介入してはならない。 

４ その余の申立ては棄却する。 

 

理  由 

第１ 事案の概要 

本件は、被申立人株式会社ネットユニバース（以下「会社」という。）が全

日自労建設農林一般労働組合千葉県本部成田空港支部（以下「支部」という。）

に所属する日系外国人従業員に対して、①雇用期間を２か月とする短期雇用

契約への更改要求②在留期間更新に必要な在職証明書の交付拒否③本国への

帰国休暇の短縮④支部脱退等の支配介入⑤団体交渉申入れに対して誠実に交

渉に応じなかったこと⑥就業規則を提示しなかったことが労働組合法第７条

第１号乃至第３号に該当する不当労働行為であるとして救済を求めたもので

ある。 

第２ 認定した事実 

１ 当事者等 

⑴ 会社は、昭和52年８月に設立され、航空貨物取扱を主たる業務として

おり、本件申立時の従業員は約30名である。会社は、平成９年10月に代

表取締役をＡ（以下「Ａ」という。）からＢに変更している。 

⑵ ワールドエンタープライズ株式会社（以下「エンタープライズ」とい

う。）は、会社の元請会社であり、代表取締役はＣ（以下「Ｃ」という。）

である。 

⑶ 全日自労建設農林一般労働組合千葉県本部（以下「本部」という。）は、
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建設産業を軸に一般労働者で組織する全日自労建設農林一般労働組合の

都道府県を単位とする下部組織であり、本件申立時の組合員数は1,150

名である。 

⑷ 支部は、新東京国際空港の航空貨物取扱業務に従事する日系外国人で

組織する労働組合であり、平成８年７月31日に結成され、本件申立時の

組合員数は14名である。支部は本部の下部組織である。 

⑸ 申立外Ｄ（以下「Ｄ」という。）、Ｅ（以下「Ｅ」という。）、Ｆ（以下

「Ｆ」という。）、Ｇ（以下「Ｇ」という。）、Ｈ（以下「Ｈ」という。）、

Ｉ、Ｊ、Ｋ（以下「Ｋ」という。）、Ｌ、Ｍ、Ｎ、Ｏ、Ｐ、Ｑ及びＲは、

いずれも支部結成時は支部組合員であった。 

２ 会社とエンタープライズの関係について 

会社は、エンタープライズから航空貨物取扱業務を請け負っている。会

社とエンタープライズは、所在地及び電話番号が同一であり、エンタープ

ライズという奥付の封筒にゴム印で会社の名前が入っている。会社は自ら

求人をしているが、従業員の新東京国際空港立入証の事業主名は、エンタ

ープライズになっている。 

３ 労使関係等 

⑴ 会社では勤務上、従業員を三つの班に分けているが、勤務態度が悪い

として、各班一人ずつ（Ｒ、Ｌ、Ｋ）が平成８年４月から同年８月まで、

時給を1,200円から1,050円に減額されるペナルティーを受けた。 

⑵ 支部が結成されたのは平成８年７月31日であった。会社経営者には同

年８月２日、本部のＳ執行委員長（以下「Ｓ」という。）が支部結成を通

告した。会社側は代表取締役Ａ、専務取締役Ｔ（以下「Ｔ」という。）、

取締役Ｃの３名が対応した。 

⑶ 支部組合員は、平成８年７月31日には18名であったが、平成９年６月

25日には９名に減少し、平成11年３月１日には５名にまで減少している。 

⑷ 会社を退職しないで支部を脱退した者は、Ｎ、Ｆ、Ｏ、Ｐ、Ｑ及びＫ

の６名である。 

４ 雇用契約期間について 

⑴ 会社と従業員の雇用契約は、雇用期間を１年間とし、雇用期間満了時

に１年間更新し、以後この例にならうというものであった。なお、雇用

契約書については当初は作成するが、更新に当たっては作成されていな

かった。 

⑵ Ｔは、平成８年７月28日に会社のリーダー、Ｗのアパートで同人及び

サブリーダーの、Ｄ、Ｆ、Ｅの３人に対して、雇用期間を２か月とする

雇用契約書について説明したうえで、上記⑴により、雇用契約を更新し

ている従業員に同年同月31日までに同契約書に署名して提出させるよう

指示したが、支部組合員は同年７月31日までに同契約書を提出しなかっ

た。 

⑶ 会社が平成８年９月６日付けで成田労働基準監督署に届け出た就業規
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則は、「雇用契約期間は１年以内とし、雇入れの際にその期間を各人別に

決定する。ただし必要に応じて契約を更新することがある」という内容

であった。 

５ 在籍証明書等の交付について 

⑴ 平成８年10月頃から、支部組合員が、在留期間更新のために在職証明

書を会社に申請しても、会社は、雇用契約書に署名がもらえないことを

理由に在職証明書を交付していない。 

⑵ 会社がＦに在職証明書を交付しないことに対して、本部は平成８年10

月17日付けの内容証明の通告書を送り、抗議した。なお、Ｆは在職証明

書のないまま在留期間の更新をしている。 

⑶ 会社は、源泉徴収票については雇用契約書が作成されていない従業員

に対しても交付している。 

６ 帰国休暇について 

⑴ 支部結成前は、日系外国人従業員が本国へ帰国するため30日間の休み

を取っても、会社は欠勤による不利益処分はしなかった。 

⑵ 平成８年10月頃、Ｆは無給分も含めて１か月の休暇申請をしたが、会

社は14日間のみ認めた。 

⑶ 平成10年９月、Ｌは20日間の休暇を打診したが、会社は業務運営に支

障を生じるとして14日間のみ認め、６日分については認めなかった。同

人は20日間の休みを取ったが、会社はこの欠勤に対して不利益処分は行

わなかった。 

７ 組合脱退工作等について 

⑴ 平成８年８月５日、ＡとＴは、ＤとＪに対して「組合をやっていれば

仕事ができなくなる」「組合は認められない、組合と話す気はない」など

と発言している。 

⑵ 本部は、平成８年10月21日付け抗議文で、Ｇに対する支部脱退攻撃が

あったとして、会社に対して抗議した。 

⑶ 平成８年10月23日、エンタープライズのＵがＦの妻に電話し、Ｆが支

部を脱退するよう勧奨するとともに、本部は日本赤軍と同じだという趣

旨の発言をした。 

⑷ Ａは、平成９年８月頃、支部組合員以外の従業員に対して現金３万円

を配っている。 

⑸ 平成９年12月４日、Ａ及びＴとＤの話合いの中で、Ａは、「申立人組合

は左に入ったり共産党に入ったりしている」と発言している。 

８ 団体交渉等について 

⑴ 平成８年８月18日に第１回目の団体交渉が予定されていたが、申立人

側から延期を提案して、当日の団体交渉は中止になった。 

⑵ 平成８年９月７日、会社側はＴと顧問Ｖ、申立人側は本部からＳ外１

名、千葉県労働組合連合会から３名及び支部組合員17名が出席して、第

１回団体交渉が行われ、次の内容の確認書を取り交した。 
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① 一方的な雇用契約書を直ちに撤回することについては、今後継続し

て協議する。 

② 会社は労働者が労働組合を結成したこと、労働組合に加入している

こと、労働組合の正当な行為をしたことなどを理由に、解雇その他不

利益な取扱い（労働組合法第７条でいう不当労働行為）をしない。 

③ 労働条件の変更については労働組合と事前に協議し、合意のうえ実

施する。 

④ その他の要求、例えば割増手当等についても継続して協議する。 

⑶ 会社は、平成８年11月22日付けで同年９月７日に取り交した確認書を

一方的に解約した。これに対して、本部は内容証明郵便による通告書を

もって抗議した。 

⑷ 平成８年11月22日、第２回団体交渉が行われた。会社側から交渉人員

を４名以内にしようという提案をしたが、申立人側は同意せず、当日は

申立人側は９名が出席した。 

⑸ 申立人が提出した平成９年４月２日付け団体交渉申入書に対して、会

社は諾否の回答をしなかった。 

⑹ 平成９年９月、Ｔ、Ｃと支部組合員７名で話合いの場を持った。 

９ 就業規則の提示について 

会社の就業規則は、平成９年11月17日に当委員会に提出された乙16号証

によって申立人側に提示された。 

第３ 判断 

１ 申立人主張要旨 

⑴ 会社とエンタープライズの関係について 

成田空港ハンドリング株式会社（以下「ナック」という。）が、全日

本空輸株式会社から元請し、それを会社と役員及び所在地が同じである

エンタープライズが下請し、会社が孫請している関係にある。 

  支部組合員への作業指示や出欠勤・遅刻・勤怠等の労務管理もエンタ

ープライズの社員が行っている。また、作業現場ではナックの職員が常

時監督しており、作業日報はエンタープライズからナックへの報告とい

う形である。 

  会社は、登記簿上はエンタープライズとは別法人となっているが、役

員は同一であり労務管理や作業指示、業務運営がエンタープライズとし

て行われている実態に照らすと、申立人らは実質的にエンタープライズ

の従業員ということになり、会社とエンタープライズは、実質的に同一

企業であり同一的な労使関係である。 

⑵ 労使関係等 

ア 会社では勤務上、従業員を三つの班に分けているが、仕事の効率が

悪いとして、各班一人ずつ（Ｒ、Ｌ、Ｋ）が平成８年４月から同年７

月まで時給を1,200から1,050円に減額されるペナルティーを受けた。

会社は支部結成後、ペナルティーを中止した。 
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イ 支部の結成は平成８年７月21日で非公然であった。会社から２か月

の雇用契約を提案されたため公然化した。公然化は同年同月31日でＷ

に結成通告書のコピーを渡した。会社経営者には同年８月２日、Ｓが

通告した。 

ウ 支部組合員は、平成８年７月31日には18名であったが、平成９年６

月25日には９名に減少し、平成11年３月１日には５名にまで減少して

いるが、それは会社が、雇用契約は取消す旨の圧力をかけてきたこと

等によるものである。 

⑶ 雇用契約期間について 

会社と従業員の雇用契約は、雇用期間を１年間とし雇用期間満了時に

１年間延長し、以後この例にならうというものであったが、支部結成や

深夜勤務手当支払請求の動きがあることを知るや、直ちに雇用期間を２

か月とする雇用契約への署名を要求してきた。 

  会社は、支部の壊滅・弱体化を狙って１年の雇用期間であったものを

２か月に短縮し、支部を脱退しない者は２か月の雇用期間満了を口実に

解雇しようと画策したものである。 

  会社が主張するように日系外国人従業員の在留期間更新のため、雇用

期間を揃えるということであれば３か月、４か月、６か月、１年でも可

能であったのに、このとき以降会社は２か月間に固執した。 

  現在、会社は１年ごとの雇用契約と締結するとしているが、いつ２か

月の雇用契約への変更攻撃がなされるかわからない状況にある。 

⑷ 在職証明書等の交付について 

会社は、支部結成後、「建設一般はアカだ。日本赤軍で一番悪い組合

だ」などと誹謗中傷をしたうえ、「組合を辞めなければ在留期間更新のた

めの書類は出さない」などとして、支部組合員に対して在職証明書や源

泉徴収票の交付を拒否した。 

  申立人は、在留期間更新に必要な書類は在職証明書であるとの回答を

東京入国管理局からもらい、会社に対して在職証明書の交付を、要求し

たが、会社は、雇用契約書に署名していない者には交付しないという嫌

がらせを行った。 

  Ｆについては東京入国管理局で高度な政治判断という形で処理をして

もらい、在職証明がないまま直近の賃金明細を添付して在留期間を更新

したものである。 

  会社との間に雇用契約が存することは明白であって、雇用契約書に署

名しなければ在職証明書を交付しないのは正当な理由にならない。在職

証明書の交付を口実に、引続き不当労働行為を行う意図が隠されている

と言わざるを得ない。 

⑸ 帰国休暇について 

会社には支部結成前は30日という休暇の規則はなかったが、無給・分

を含め30日前後の休暇を与えていた。しかし、現在では30日要求しても
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14日を超えて休暇が与えられることはない。 

  平成８年10月頃、Ｆは従前どおり１か月の休暇申請をしたが、会社は

14日間しか認めなかった。 

  平成10年９月、Ｌの休暇取得の際、同人は２か月前に20日間の休暇を

打診したが、会社は14日間のみ認め、６日分については時季変更権を行

使して認めなかった。 

  会社では従来、従業員が帰国休暇を取る場合、休暇を取らなかった者

が代替で出勤して仕事をカバーしていたが、会社は、平成10年８月頃か

ら従業員に対して、支部組合員の代替には応じないように指示し、支部

組合員の休暇取得を妨害している。 

  日系ぺルー人たちにとって、本国に一時帰国するには高額の航空運賃

がかかるし、久しぶりに帰国するので１か月くらい必要である。このよ

うな事情を汲んで30日間の休暇を与えていたが、支部結成後、14日間に

短縮したのは休暇取扱を支部脱退の手段に利用しているものであり、不

当労働行為である。 

⑹ 組合脱退工作等について 

ア 平成８年８月１日、Ｔが従業員の派遣先ナックの職場で、昼休み中

の支部組合員に対して「今やっていることをよく考えろ、全員の仕事

がなくなる」などと脅した。これに対して翌日、Ｓ外２名が、Ａらに

抗議するとともに本部の概要等を説明した。 

イ 支部結成後、会社は支部等に対する中傷を始めた。会社は、支部を

脱退したら要求は全部聞いてやると言っている。 

ウ 平成８年８月５日昼頃、ＡとＴが、ＤとＪを会社事務所へ呼びつけ、

本部等は民主的ではない労働組合だと誹謗中傷して、「組合をやって

いれば仕事ができなくなる」「組合は認められない、組合と話す気は

ない」などと発言し、申立人を敵視する姿勢を明らかにし、「支部を

脱退しろ」と強要した。 

エ 平成８年10月18日、ＴはＧに対して支部を脱退しなければ在職証明

書を交付しないし、諸手続きについても援助しない旨、伝えた。本部

は、同年同月21日付け抗議文で、この脱退攻撃に対して抗議した。 

オ 平成８年10月23日、エンタープライズのＵがＦの妻に電話し、Ｆの

支部脱退を迫るとともに、本部等に対してアカ攻撃等の誹謗中傷をし

た。 

カ 平成８年12月26日頃から平成９年１月６日の年末年始休暇に、Ｔが、

仕事現場で支部組合員に対して「時給を上げるから支部を脱退しなさ

い」「支部に入っていれば在職証明を出さない」などと述べ、脱退勧

奨した。その結果、平成９年１月６日までに６名の脱退者が出た。 

  会社を退職しないで支部を脱退したものは、Ｎ、Ｆ、Ｏ、Ｐ、Ｑ及

びＫの６名であった。Ｎは支部脱退を条件に車庫証明をもらった。Ｆ

は会社から、おじさんを介して脱退勧奨された。Ｏは時給を上げるこ
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とを条件に支部を脱退した。Ｐは時給を上げること及び妻の在留許可

に必要な書類をもらうことを条件に支部を脱退した。Ｋは在留期間の

更新に必要な在職証明をもらうために支部を脱退した。 

キ 平成９年12月４日、Ａ及びＴＤの話合いの中で、Ａは、「申立人組合

は左に入ったり共産党に入ったりしている」という形で労組イコール

共産党、イコール本部等は左という間違った教育、誹謗中傷をしてい

る。 

⑺ 団体交渉等について 

ア 平成８年８月18日午後８時に団体交渉が予定されていたが、団体交

渉場所がホテルのラウンジで、これから労使関係を作り上げていく場

所として相応しくないこと、その場で会社側が時間を30分にすると通

告したので、30分という時間設定は団体交渉として相応しくないこと

から延期を提案した。支部組合員が集まらなかったのは事実だが、そ

れを延期の理由として言ったことはない。勤務の関係で参加できない

労働者がいることは会社も知っていたはずである。 

イ 平成８年９月７日、成田空港管理ビルの会議室で、会社側はＴと顧

問Ｖ、申立人側は本部からＳ外１名、千葉県労働組合連合会から３名

及び支部組合員17名が出席して、第１回団体交渉が行われ、確認書を

取り交した。 

  なお、Ｖ顧問が「労働協約も作りましょう」と発言したので応諾し、

後日、原案を会社に提案した。 

ウ 会社は、平成８年11月22日付けで同年９月７日に取り交した確認書

を解約し、本部は、これに対して内容証明郵便による通告書をもって

抗議した。 

  確認書は、いずれも継続して協議するというもの及び法律に規定の

ある当然のことを記載したもので、特別、会社に不利益になるもので

はないが会社は、解約した。この会社の態度は、申立人とは協議すら

しないという意思表示であって、申立人を敵視する不当労働行為意思

を示すものである。 

エ 平成８年11月22日、会社側はＴとＣ外２名、申立人側は本部からＳ

外１名及び支部組合員４名など計９名が出席して、第２回団体交渉が

行われた。 

  会社に対しエンタープライズのＵの脱退工作の事実を指摘し、エン

タープライズの社長でもあるＣに謝罪させた。 

  会社に対して在職証明書の交付を要求したが、会社は、雇用契約書

に署名をもらえないことが在職証明を出せない理由であるとの一点張

りであった。 

  ２か月間の雇用契約についても協議したが、他の事項も含めて会社

は、会社の言い分を繰り返すだけで、申立人側と誠実に協議し妥結す

る努力をしていない。また、今回の団体交渉で確認書を取り交す旨、
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合意したにもかかわらず、会社は確認書の締結を拒否した。 

  なお、会社側から交渉人員を４名以内にしようという提案があった

が、申立人側は将来、労使間の信頼関係が出来上がった段階で話合い

をするとの回答をし、その結果、交渉要員について合意のないまま当

日に持ち越されたものである。 

オ 平成９年４月に文書で団体交渉の申入れをしたが、会社は意思表示

をしていない。平成８年11月22日の第２回団体交渉以降、団体交渉は

行われていない。 

カ 平成９年９月１日、会社側から申入れがあり、Ｔ、Ｃと支部組合員

７名で話合いを持った。会社は支部組合員とは話し合いたいというが、

本部とは話合いはしないという態度であるので、Ｓは参加しなかった。 

キ 平成９年12月４日、Ａ及びＴとＤの話合いで、Ｔから組合をやって

いるなら団体交渉はできないと言われた。会社との団体交渉は会合の

度にいつも要求しており、この日も団体交渉の要求をした。 

２ 被申立人主張要旨 

⑴ 会社とエンタープライズの関係について 

会社は、エンタープライズから航空貨物取扱業務を請け負っており、

従業員に対する指示は業務開始以来、会社自ら行っている。会社は、従

業員の中から全体を統括するリーダー１名、作業班ごとのサブリーダー

３名を指名し、サブリーダーが各作業班のメンバーに具体的作業指示を

行うという体制で業務を行っており、従業員の勤務表も会社が作成して

いる。また、会社は自ら求人をして従業員を採用している。 

⑵ 労使関係等 

ア 会社が勤務態度が悪いことを理由に、Ｒ、Ｌ、Ｋにペナルティーを

科した期間は、平成８年４月から同年８月までであり、支部結成前か

らである。３名の業務態度が不良で改善がみられなかったため、リー

ダー、サブリーダーとも相談したうえで減給処分を行ったものであり、

なんら問題ない。 

イ 会社が支部結成を知ったのは、平成８年８月２日であり、結成通告

書等をＳから渡された。会社側はＡ、Ｔ、Ｃの３名で対応した。 

⑶ 雇用契約期間について 

会社と従業員の雇用契約は、雇用期間を１年間とし、雇用期間満了時

に１年間の雇用契約を更新するというものである。 

会社が日系外国人従業員に対して、平成８年７月28日に雇用期間を２

か月とする雇用契約の提案をしたことは認めるが、その頃、支部結成の

動きがあったことは全く知らなかった。支部結成は平成８年７月31日で

あり、２か月とする雇用契約書の提示は支部結成前であるから、不当労

働行為となり得ない。なお、Ｄ及びＳは、支部が結成されたのは同年同

月21日であったと証言したが、いずれもＥ証言や申立人作成文書と矛盾

するものであり信用できない。 
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会社が雇用期間を２か月とする雇用契約を提案した理由は、雇用契約

の更新時に契約書を作成していなかったので、書面で明確にしようとし

たこと及び在留期間と雇用期間が一致しないので、整合性をとるためで

ある。２か月としたのは他社でそうした例があるからである。平成８年

７月28日、会社は雇用契約について、雇用期間はとりあえず２か月間と

するが、２か月で雇用関係が終了するわけではなく、特に問題がない限

りこれまでどおり更新すること等、十分に説明した。 

雇用期間２か月の雇用契約については必ずしも固執していない。在留

期間の残存期間との整合性で、例えば在留有効期間までの８か月の雇用

契約を締結して、その後１年ごととするという考え方は持っている。 

⑷ 在職証明書等の交付について 

雇用契約書のない従業員については在職証明書を交付していない。雇

用契約書による契約内容が確認できないためである。在職証明書の交付

と支部加入の間には何の関係もなく、不当労働行為といわれる理由は全

くない。 

在職証明書がなくても在留期間の更新はできる。Ｆは在職証明書なし

で在留期間を更新している。なお、雇用契約書のない従業員については

源泉徴収票は交付している。 

⑸ 帰国休暇について 

支部結成前から、会社は帰国休暇は最大で14日認めていたのであり、

30日間もの帰国休暇を許可した事実は全くない。就業規則にもそのよう

な規定は一切ない。事実上30日間戻ってこないことはあったが、期間後

は欠勤とし、その際は口頭で注意しており、許可期間を延長したもので

はない。したがって不当労働行為といわれる筋合いは全くない。 

平成８年10月頃、Ｆから１か月の休暇の申入れがあったが、会社は業

務上の理由により14日間を限度として認めた。 

平成10年９月のＬの休暇についても、会社は従前から業務の都合を勘

案して最大14日間としているので、14日以内で許可したものである。な

お、２か月前に休暇の打診があったとは聞いていない。 

申立人らは30日連続の帰国休暇を求めるが、30日間もの連続休暇が会

社業務に重大な支障を及ぼすことは言うまでもなく、これを認めなけれ

ばならない理由はない。Ｄも旅費の問題である旨、証言しており、Ｓも

従業員からどうしても30日間必要という意見は聞いていないと証言して

いる。 

⑹ 組合脱退工作等について 

ア 平成８年８月１日、Ｔは支部等のことについて一切発言していない。

そもそもＤとは会ってもいない。同年同月２日にＳ外２名が、Ａらに

面談したことは認めるが、Ｓらは会社に対して抗議したのではなく、

支部設立の趣旨を会社に説明し、同年７月31日付け組合結成通告及び

団体交渉要求書を提出したものである。 
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イ 支部結成後、会社は支部組合員に対して、支部を脱退したら要求は

全部聞いてやると言った事実はない。 

ウ 平成８年８月５日に、ＡとＴが、Ｄ及びＪと面談したことは認める

が、同年同月２日、突然、従業員でもないＳらから支部を結成したと

通告されても、事情が全く不明であったので、ＤとＪから支部結成の

事情を聞いたのであり、支部等を中傷するようなことは一切なく、そ

の後も誹謗中傷はしていない。 

エ 平成８年10月18日、ＴはＧと仕事の話はしたが、本部からの抗議文

にあるようなことは一切しておらず、会社はこれに対し事実無根であ

る旨回答している。 

オ 会社は、平成８年10月23日に、エンタープライズのＵが、Ｆの妻に

電話したかどうかも知らないし、Ｆに対する脱退勧奨等の指示もして

いない。 

カ 平成８年12月26日から平成９年１月６日にかけて支部を脱退した者

のうち、Ｋについては、在職証明書の交付と支部脱退を交換条件には

していない。Ｎについては、会社は車庫証明は申請があれば出してい

るのであって、支部脱退を車庫証明の条件にはしていない。Ｆについ

ては、おじさんを介して脱退勧奨をしたことはない。ＰとＯについて

は、時給を上げるから支部を辞めろとは言っていない。なお、Ｐの妻

の在留許可に会社は関与していない。 

  支部脱退に関するＤの証言は、不明確であったり一貫性に欠けるも

のが多く、事実の裏付けもない邪推としか考えられず到底信用できな

い。 

⑺ 団体交渉等について 

ア 平成８年８月18日に予定されていた団体交渉は、支部組合員が集ま

らないので中止になったものである。日時、場所は事前に双方合意の

うえで決めたものであるにもかかわらず、当日になって場所や時間が

相応しくないというのは、事後作り出した。口実であり信用できない。 

イ 平成８年９月７日に団体交渉を行ったこと、また、Ｔが確認書に署

名したことは認める。団体交渉はＴにとって初めてであり、団体交渉

会場に関して脅迫的言辞があり、当日は申立人側22名、会社側は２名

であり、抗しがたい威圧感を感じざるを得なかった。そのような状況

で申立人側が確認書への署名を強く求めたため、確認書に調印する意

味さえ理解しないまま署名したものである。 

ウ 平成８年11月22日付けで同年９月７日に取り交した確認書を解約し

たのは、確認書の意味を十分理解していなかったためである。 

エ 平成８年11月22日の団体交渉では、会社は双方４名以内の出席を希

望したが、申立人側は９名出席した。しかし、会社は、団体交渉を円

滑に行うべく譲歩して、９名出席のまま団体交渉を行ったのである。

この日の団体交渉で、会社は不当労働行為を行っていないことを説明
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している。また、ＣはエンタープライズのＵの件で申立人側に謝罪し

ていない。そもそも、Ｕは会社の従業員でもなく会社の関知するとこ

ろではなく、Ｃが謝罪するはずもない。この日の団体交渉で確認書を

取り交す旨の合意をしていないし、同年９月７日の団体交渉でも確認

書を取り交す旨の発言はしていない。 

オ 平成８年11月22日の第２回団体交渉以降、申立人側から団体交渉の

申入れはない。平成９年５月にＪが、同年４月２日付け団体交渉申入

書を会社に持参したが、団体交渉希望日を経過していたため、会社は

対処に困る旨、回答した。その後は何の申入れもない。 

カ 平成９年９月、Ｄから会社に対して話をしたいとの申入れがあった

ので、Ｔ及びＣと支部組合員で話合いを持った。会社は雇用期間を２

か月とした理由、在職証明書に関しても雇用契約を締結すれば交付す

る旨、及び今後も支部と話合いは続けていく旨、説明した。 

キ 平成９年12月４日、Ａ及びＴが、Ｄと雇用期間、在職証明書の話を

した。源泉徴収票、団体交渉の話は出なかった。 

  Ｄは、組合をやっているなら団体交渉はできないと言われたという

が、事実ではない。 

  会社は、団体交渉を拒否したこともなく、団体交渉申入れに対して

は速やかに応じる旨回答し、場所、交渉員数等についても大幅に譲歩

して円滑かつ誠実に団体交渉を行っている。交渉事項については誠実

かつ十分な説明を行っており、不当労働行為と言われる理由はない。 

３ 当委員会の判断 

⑴ 雇用契約期間について 

会社は２か月間の雇用契約を提案した理由は、在留期間と雇用契約の

整合性をとること及び他社の例にならったというが、申立人が主張する

ように在留期間との整合性をとるなら、２か月間とする必要性はないの

であって２か月間とした合理性は認められない。 

  また、支部結成は平成８年７月31日であり、会社は支部結成前の同年

同月28日に２か月間の雇用契約を提案したのであるから、不当労働行為

意思は存在し得ないと主張する。支部結成は前記第２の１⑷及び第２の

３⑵で認定したとおり、同年同月31日であり２か月間の雇用契約提案後

であるが、同契約の提案は支部結成とほぼ同時期であること、及び支部

結成後も同契約書に署名しないことを理由に在留期間更新に必要な在職

証明書を交付していないことを併せ考えると、２か月の雇用契約を提案

していることについて不当労働行為意思は存在し得ないとは認められず、

むしろ不当労働行為意思の存在が推認されると言わざるを得ない。 

  しかしながら、申立人及び被申立人の主張（前記第３の１⑶及び第３

の２⑶）から判断するに、前記第２の４⑵で認定したとおり、雇用契約

の実際の取扱いは従前どおり、１年ごとの更新となっており、このこと

からすれば履用期間を２か月に改めるとする提案は、提案されただけに
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とどまっている。したがって、この提案は、支部組合員に対する不当労

働行為意思に基づいた威圧行為とみるのが妥当であるが、これが撤回さ

れない限り、支部組合員は、雇用期間について心理的圧迫を受け続けて

いくことになるのであって、この提案が支部組織維持の障害となってい

ることは明らかであり、申立人組合に対する支配介入の一端を構成する

ものである。 

⑵ 在職証明書等の交付について 

  会社は、雇用契約書による契約内容が確認できないため、雇用契約書

のない従業員には在職証明書を交付しないというが、そもそも書面によ

り明定した雇用契約書の取り交しがなされているといないとにかかわら

ず、自ら雇用する従業員が在留期間の更新等のために在職証明書の交付

を求めてきた場合に、使用者は雇用主としての責任上、これを拒むこと

があってはならない。我が国において適法に就労する外国人労働者にと

って、在職証明はその地位を保証するための極めて重要な文書のひとつ

である。その交付を雇用管理上の理由をもって拒むことはあってはなら

ないことであり、正当な理由とは認められない。 

  また、前記第２の４⑵で認定したとおり、平成８年７月28日以降、雇

用契約の更新に当たり、会社はそれまでの１年間の契約更新に代えて、

２か月間という短期間の更新を提案してきたため、支部組合員が契約書

に署名しなかったという事情も推認される。 

  なお、会社は在職証明書がなくても在留期間の更新はできるというが、

当地労委の調査によると、東京入国管理局に置かれている「在留期間更

新許可申請に必要な書類等一覧」の中に在職証明書は記載されており、

在留期間の更新に原則として必要な書類である。 

⑶ 帰国休暇について 

  会社は、帰国休暇について支部結成前後で変わらず、最大14日間認め

ていたというが、前記第２の６⑴で認定したとおり、30日間の休みを取

った者に対して、会社は不利益処分をしていないことから、帰国休暇の

日数は、かつては無給分も含め事実上30日間認められていたものと推認

される。 

  一方、申立人は、支部結成後は30日間の帰国休暇を要求しても、14日

を超えて休暇が与えられることはなく、帰国休暇を短縮したのは、支部

脱退の手段に利用しているものであり、不当労働行為であると主張する

が、前記第２の６⑵及び⑶で認定したとおり、会社は14日を超えて帰国

休暇を認めてはいないが、支部結成後、帰国のため14日を超えて休んだ

者が、欠勤として不利益処分を受けたという事実も認められない。した

がって、会社が、事実上認めていたものと思われる30日間の帰国休暇を

短縮したという事実は認定できず、会社が14日を超えて帰国休暇を認め

ていない事実のみをもってしては、不利益取扱とは認められず、不当労

働行為であるとまでは言えない。 
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⑷ 組合脱退工作等について 

  前記第２の７⑴で認定したとおり、平成８年８月５日、ＡとＴが、Ｄ

とＪに対して「組合をやっていれば仕事ができなくなる」「組合は認めら

れない、組合と話す気はない」などと発言し、申立人組合を誹謗中傷し

た。 

  前記第２の７⑵で認定したとおり、本部はＧに対する会社の支部脱退

攻撃に対し抗議している。 

  前記第２の７⑶で認定したとおり、エンタープライズのＵが、Ｆの妻

に電話をかけて、Ｆの支部脱退を勧奨するとともに本部を誹謗中傷して

いる。ただし、申立人が主張するように、会社とエンタープライズは実

質的に同一企業であり、同一的な労使関係であったとしても、Ｕが行っ

たこれらの行為が、会社又はエンタープライズの意を体してなされたと

認定するに足りる疎明がないことから、会社によってなされた行為とは

認定できない。 

  前記第２の７⑷で認定したとおり、Ａは、支部組合員以外の従業員に

対して現金３万円を配るという差別をしている。 

  前記第２の７⑸で認定したとおり、Ａは、本部等を誹謗中傷する発言

をしている。 

  なお、前記第２の３⑶で認定したとおり、支部組合員は平成８年７月

31日に18名であったものが、平成９年６月25日には９名に減少し、平成

11年３月１日には５名にまで減少している。 

⑸ 団体交渉について 

  前記第２の８⑴で認定したとおり、予定されていた第１回目の団体交

渉は、申立人側から延期を提案して中止になっている。 

  前記第２の８⑶で認定したとおり、会社は、平成８年９月７日の第１

回団体交渉で取り交した確認書を、同年11月22日の第２回団体交渉の日

に解約している。 

  前記第２の８⑷で認定したとおり、会社は、交渉人員を４名以内にす

る提案をしたが、申立人側は同意せず、９名出席したにもかかわらず、

会社は第２回目の団体交渉に応じている。 

  前記第２の８⑸で認定したとおり、申立人は、平成９年４月２日付け

の団体交渉申入書を会社に提出したが、これに対し、会社は諾否につい

て回答していない。 

  以上のことを併せ考えると、本件においては労使関係が未成熟であり、

団体交渉に関して、会社の対応に配慮に欠ける点が見受けられ、そのこ

とにより問題を生じてはいるが、それをもって、労働組合法第７条第２

号に該当する不当労働行為であるとまでは言えないと判断する。 

⑹ 就業規則の提示について 

  会社の就業規則については、前記第２の９で認定したとおり、平成９

年11月17日に本件書証乙16号証として申立人側に提示されている。 
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⑺ 不当労働行為の成否 

  前記第３の３⑴、⑵、⑷で検討したところ、まず、雇用契約について

は１年間の契約を２か月間に短縮する合理的理由は認められず、かつ、

雇用期間を２か月に短縮する提案は、支部組合員に対して心理的圧迫を

与える威圧行為である。 

  また、会社は従来、雇用契約の更新に当たり雇用契約書は作成してい

なかったにもかかわらず、支部組合員が雇用期間を２か月間とする履用

契約書に署名しないので、雇用契約書が作成されていないことを理由に

在留期間更新に必要な在職証明書を交付していない。 

  さらに、会社は、支部組合員に対して支部結成後、本部及び支部を誹

謗中傷する発言をしたり、支部組合員以外の従業員に現金を配るという

差別をしている。この間、平成８年７月31日に18名であった支部組合員

は、平成11年３月１日には５名にまで減少している。 

  これらの会社の行為は、いずれも支部結成と同時期以降になされたも

のであり、また前記第２の７で認定した発言にみられるように会社が申

立人を嫌悪していたことは明白である。以上のことを併せ考えると、会

社が行ったこれらの行為は、申立人組合の運営に対する支配介入であり、

支部の弱体化を企図した労働組合法第７条第３号に該当する不当労働行

為であると判断する。 

４ 救済の方法 

申立人は謝罪文の掲示及び手交をも求めているが、主文１乃至３の救済

を以て足りるものと判断する。 

第４ 法律上の根拠 

以上の認定した事実及び判断に基づき、当委員会は労働組合法第27条及び

労働委員会規則第43条の規定を適用して、主文のとおり命令する。 

 

 平成11年８月27日 

     千葉県地方労働委員会 

      会長 一河 秀洋  ㊞ 

 


